
○港区における障害児支援のあり方検討会設置要綱 
平成３０年８月２２日  
３０港教学学第３３９３号 

（設置） 
第１条 乳幼児期から生涯を通じて、障害者一人ひとりを支援していくための体制の構築

に向け、港区の障害児支援のあり方について検討するため、港区における障害児支援の

あり方検討会（以下「検討会」という。）を設置する。 
（所掌事項） 
第２条 検討会は、次の事項について検討する。 
（１） 医療的ケア児の支援及び教育に関すること。 
（２） 発達障害児の支援及び教育に関すること。 
（３） 障害児支援における関係部門等の連携に関すること。 
（４） その他必要と認める事項 
（構成） 
第３条 検討会は、会長、副会長及び委員をもって構成する。 
２ 会長は、学校教育部長をもって充て、会務を統括する。 
３ 副会長は、学校教育部学務課長をもって充て、会長を補佐し、会長に事故があるとき

は、その職務を代理する。 
４ 委員（外部委員を含む。）は、別表に掲げる者をもって充て、教育委員会が委嘱し、又

は任命する。 
５ 会長は、前項に定める委員のほか、必要と認めるときは、臨時に委員を指名すること

ができる。 
（任期） 
第４条 委員の任期は、委嘱の日から第２条に規定する事項について教育委員会に報告を

する年度の末日までとする。 
２ 委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
（会議） 
第５条 検討会は、会長が招集する。 
２ 会長は、必要に応じ、委員以外の者の出席を求め、意見を聴くことができる。 
（会議の公開） 
第６条 検討会は、公開とする。ただし、出席委員の過半数の同意を得て、非公開とする

ことができる。 
（庶務） 
第７条 検討会の庶務は、教育委員会事務局学校教育部学務課特別支援相談担当において

処理する。 
（委任） 
第８条 この要綱に定めるもののほか、検討会の運営に関し必要な事項は、会長が別に定

める。 
付 則 

この要綱は、平成３０年８月２２日から施行する。 



 
別表１（第３条関係） 
総合支所区民課長（１人） 
保健福祉支援部障害者福祉課長 
子ども家庭支援部子ども家庭課長 
子ども家庭支援部保育課長 
教育委員会事務局学校教育部教育指導課長 
区立学校（幼稚園）長 
外部委員（医師、学識経験者） 
外部委員（東京都立特別支援学校関係者） 


